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１ 業務実績（別表１参照） 

(１)利用状況について 

  平成２２年度の患者の利用状況は、入院・外来合わせて年延数で２１８，８９８人となってお

り、前年度に比べ１０，７６２人（５．２％）増加している。その内訳は、入院患者数が前年度

に比べ３，４４７人（４．４％）増加の８１，１８１人、外来患者数が前年度に比べ７，３１５

人（５．６％）増加の１３７，７１７人である。 

  患者数を科別にみると、入院で増加した主な科は、内科、精神科で、前年度に比べて、内科２，

８５７人、精神科７８４人、整形外科３８０人、皮膚科３４２人、眼科３４１人、耳鼻咽喉科１

４６人、泌尿器科１０９人増加しており、減少した科は、外科１，３１２人、小児科２０７人と

なっている。 

  一方、外来では、前年度と比べて眼科２，４１０人、精神科２，２０７人、内科１，０３４人、

産婦人科６９８人、泌尿器科６７０人、皮膚科５４２人、神経内科２６８人、整形外科１８３人、

耳鼻咽喉科１２１人増加しており、減少した科は、小児科３８７人、外科２２６人、放射線科１

４７人となっている。 

病院経営上重要な指標とされる一般病床利用率は８５．５％で、前年度より３．６ポイント高

くなった。ちなみに、同規模病院の全国平均は６７．７％となっており、当市の利用率は全国平

均を上回っている。 

（注）病院事業会計決算審査意見書の本文中、「同規模病院の全国平均」とは平成２１年度地方

公営企業年鑑（第５７集）の病床数２００床以上３００床未満の公立病院の平均値であり、「全

国平均」とは全国の市（指定都市を除く）が経営する３９７の病院の平均値である。 

  なお、人間ドックの利用は、日帰りで１，６００人（前年度比２９人増）、一泊で６９人（前

年度比１８人減）となっている。 

 

(２)その他 

  職員数は、平成２３年３月３１日現在、医師３９人を含む３２２人で前年度より２０人の増加

で、職員１人当たりの患者数は６８０人で、前年度に比べ９人減少している。なお、全国平均は

７２５人となっているが、当市が７対１看護体制をとっているため下回っている。 

  また、職員１人当たりの診療収入（入院＋外来）は１，８００万４千円で、前年度に比べ３４

万４千円（１．９％）の増加となっており、全国平均１，５４１万円を上回った。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 

(１)収益的収入及び支出 

  事業収益は、予算額６６億１，８６０万円に対して決算額は６５億３２４万９千円（うち、仮
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受消費税額１，１４３万２千円）で、決算比率は９８．３％となっている。その主な内訳は、医

業収益が６１億２，９１１万６千円、医業外収益が３億７，４１２万２千円である。 

  事業費用は、予算額６９億８，０３０万円に対して決算額は６６億４，６４９万４千円（うち、

仮払消費税額７，３９９万円）で、決算比率９５．２％となっており、その内訳は、医業費用６

４億３，６３１万３千円、医業外費用が２億４７０万４千円、特別損失が５４７万６千円である。 

 

(２)資本的収入及び支出 

  資本的収入は、予算額６億６，２２５万６千円に対して決算額は６億５，５２４万３千円で、

決算比率は９８．９％となっている。その主な内訳は、企業債が４億７，９６０万円、市一般会

計からの出資金が１億７，３７０万４千円である。このうち、一般会計出資金は病院の建設改良

費及び企業債元金償還金のうち、その２分の１を基準（ただし、平成１４年度までに着手した事

業に係る企業債元金償還金にあっては３分の２）とするものである。 

  資本的支出は、予算額７億７，６７７万７千円に対して決算額は７億７，１８０万円（うち、

仮払消費税額２，２８５万８千円）で、決算比率は９９．４％となっている。その主な内訳は、

医療機器購入等に係る建設改良費が４億８，００２万３千円、企業債償還金が２億９，１７７万

７千円である。 

  なお、資本的収支決算額で１億１，６５５万７千円の不足が生じているが、過年度分損益勘定

留保資金２，５０２万９千円、当年度分損益勘定留保資金９，０５８万２千円、当年度消費税及

び地方消費税資本的収支調整額９４万６千円で補てんされている。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３参照） 

(１)収益について 

  事業収益は６４億９，１８１万７千円で、前年度に比べ４億７，１００万１千円（７．８％）

の増収となっている。 

  医業収益は６１億１，８８７万６千円で、事業収益の９４．３％を占めており、前年度に比べ

４億８，１２４万７千円（８．５％）の増収となっている。このうち、入院収益は３５億９，８

５０万円で、前年度に比べ３億８，８２６万３千円（１２．１％）の増収となっている。延べ入

院患者数は前年度より３，４４７人増加し、入院患者１人１日当たりの診療収入は４４，３２７

円で、前年度より３，０２９円（７．３％）の単価アップとなった。これは同規模病院の全国平

均３７，６４１円を上回っている。一方、外来収益は２１億９，８７３万２千円で、前年度に比

べ７，５６７万２千円（３．６％）の増収となっている。延べ外来患者数は前年度より７，３１

５人増加しており、患者１人１日当たりの診療収入は１５，９６６円で、前年度より３１５円（１．

９％）の単価ダウンとなっている。これは同規模病院の全国平均９，４９１円を上回っている。 
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  医業外収益は３億７，２９３万１千円で、前年度より１，０２５万７千円（２．７％）の減収

となっている。 

 

(２)費用について 

  事業費用は６５億６，６５３万７千円で、前年度に比べ３億３，９０４万９千円（５．４％）

の増加となっている。 

  医業費用は６３億６，２６１万２千円で、事業費用の９６．９％を占め、前年度に比べ３億３，

５９９万円（５．６％）の増加となっている。このうち増加した主なものは、給与費、材料費で

ある。給与費は３３億８，２９９万４千円で、前年度に比べ２億６７８万８千円（６．５％）の

増加となっている。これは、職員の増加及び退職手当組合負担率の増等による法定福利費の増加

によるためである。材料費は１８億７，６８７万２千円で、前年度に比べ１億８１４万９千円（６．

１％）の増加となっている。これは診療収入の伸びによるものである。諸費用に係る経費は７億

７，９４１万６千円で、前年度に比べ１，３１６万５千円（１．７％）の増加となっている。こ

れは、医療機器保守料、委託料及び光熱水費等の増によるためである。減価償却費は２億８，７

５５万２千円で、前年度に比べ５３０万８千円（１．８％）の減額となっている。これは、電子

カルテシステム等の償却終了によるためである。資産減耗費は１，２３０万円で、前年度に比べ

１，１３６万３千円（３１２．７％）の増加となっている。研究研修費は２，３４７万９千円で、

前年度に比べ１８３万３千円（８．５％）の増加となっている。 

医業外費用は１億９，８６８万９千円で、前年度に比べ４００万１千円（２．１％）増加して

いる。このうち増加の主なものは雑支出である。雑支出は１億３，０２２万６千円で、前年度に

比べ６６２万２千円（５．４％）の増加となっている。    

支払利息及び企業債取扱諸費は５，６２８万５千円で、前年度に比べ２４２万１千円（４．１％）

の減少となっている。これは、平成２０年度末の低利債への借り換えに伴う支払利息の減による

ためである。 

  なお、特別損失は５２３万７千円で、前年度に比べ９４万３千円（１５．３％）の減少となっ

ている。これは、前年度と比べ過年度修正額が減少したためである。地方自治法第２３６条第１

項の規定により不納欠損処分した平成１１～１９年度分診療収入の窓口未収金（患者の自己負担

分）は７０件、３５０万３千円となっている。 

  

(３)損益について 

  当年度の損益は、事業収益６４億９，１８１万７千円に対し、事業費用は６５億６，６５３万

７千円で、差引き７，４７２万円の純損失となり、この中には特別損失５２３万７千円が含まれ

ているため、これを除外した経常損失は６，９４９万４千円となる。（次表参照） 
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  この結果、前年度繰越欠損金３３億８，８０３万６千円に当年度純損失７，４７２万円を加え

ると、当年度未処理欠損金は３４億６，２７５万６千円となっている。 

  

区分

年度 金　　　額 指数 金　　　額 指数

18 5,642,663,262 100.0 5,870,447,798 100.0 △ 227,784,536

19 5,534,828,662 98.1 5,910,465,020 100.7 △ 375,636,358

20 5,677,961,135 100.6 5,979,194,599 101.9 △ 301,233,464

21 6,020,816,352 106.7 6,227,487,996 106.1 △ 206,671,644

22 6,491,817,146 115.0 6,566,537,189 111.9 △ 74,720,043

事業収益 事業費用
純　利　益

 

  （注）指数は１８年度を１００とした。 

 

(４)損益分析について 

  総収支比率は、収益と費用の相対的な関連性をみるもので、その値は９８．９％であり、前年

度を２．２ポイント上回り、同規模施設の全国平均９６．０％を上回っている。この比率から１

００円の費用により９８円９０銭の収益をあげていることがわかる。 

  医業収支比率は、医業活動の能率を示す係数で、前年度を２．７ポイント上回って、９６．２％

となり、同規模施設の全国平均８７．６％を上回っている。 

 

４ 剰余金計算書 

(１)欠損金について 

  未処理欠損金は、当年度純損失７，４７２万円、前年度繰越欠損金３３億８，８０３万６千円

であることから、当年度未処理欠損金３４億６，２７５万６千円が計上され、医業収益に対する

累積欠損金比率は５６．６％で、全国平均５８．９％を下回った。 

  同額が翌年度繰越欠損金とされる予定である。 

 

(２)減債積立金 

  減債積立金は前年度末残高１１１万３千円であり、当年度に積立及び取り崩しがないことから、

当年度末積立金合計額は１１１万３千円である。 

 

(３)資本剰余金 

  前年度末残高から、受贈財産評価額４４万９千円が発生し、寄付金が７１万９千円減少したた

め翌年度繰越資本剰余金は３億３，０８８万８千円となった。 
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５ 財政状態（貸借対照表）（別表４参照） 

(１)資産について 

  資産総額は５５億３２万８千円で、前年度に比べ２億８９５万５千円（３．９％）の増加とな

っている。これは、器械備品２億２，８２７万６千円（２８．２％）、現金預金で３，０５６万

円（２２２．３％）増加したことが主な要因である。資産の主な構成状況をみると、有形固定資

産４３億６，５４７万７千円（７９．４％）、未収金１０億３，６９８万５千円（１８．９％）、

現金預金４，４３０万７千円（０．８％）となっている。 

  未収金の１０億３，６９８万５千円は、医業未収金１０億２，８０２万３千円、医業外未収金

８９６万２千円である。なお、医業未収金のうち、大部分が社会保険及び国民健康保険の診療報

酬で、それぞれの支払基金の審査を経る関係上、常時２ヶ月以後の入金となるため、基金請求分

他を除いた窓口未収金（患者の自己負担分）は７，６８２万６千円となっている。未収金の整理

については、過年度分（平成６年度から２０年度まで）の整理状況をみると、前年度末でこの分

の未収が７１６件、３，７１１万９千円、当年度末が５９２件、３，１１８万円である。したが

って、不納欠損処分した３５０万３千円を含めて、当年度における過年度分の未収金の整理は５

９３万９千円である。また、医業未収金の回転速度を示す未収金回転率は５．９０回で、前年度

を０．１７回上回っており、全国平均は５．７７回である。 

 

(２)負債について 

  負債総額は８億９，６０１万８千円で、前年度に比べ７，７５８万３千円（８．０％）の減少

となっている。これは流動負債の一時借入金が２億３，０００万円（６３．９％）減少したこと

が主な要因である。 

 

(３)資本について 

  資本総額は４６億４３１万円で、前年度に比べ２億８，６５３万７千円（６．６％）の増加と

なっている。これは、寄付金７１万９千円の減少、純損失７，４７２万円の発生により資本総額

の減額となったが、借入資本金１億８、７８２万３千円（５．１％）、自己資本金１億７，３７

０万４千円（４．７％）増加となったことによるものである。 

 

６ 財務分析（別表５参照） 

(１)構成比率について 

  総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は７９．４％で、前年度

を０．２ポイント下回っている。これは、一般的に比率が大きければ、資本が固定化の傾向にあ

るとされている。全国平均は７７．６％である。 
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  次に、負債・資本のうち固定負債及び借入資本金の占める割合である固定負債構成比率は７０．

８％で、前年度を０．７ポイント上回っている。全国平均の５７．７％を上回っており、この比

率は小さいほど経営安定とされている。 

  総資本のうち自己資本の占める割合をみる自己資本構成比率は、前年度より１．４ポイント増

加し、１２．９％となった。全国平均の３４．０％を下回っており、この比率は大きいほど望ま

しいとされている。 

 

(２)財務比率について 

  固定資産対長期資本比率は９４．９％で、前年度より２．７ポイント減少した。全国平均の８

４．６％を上回っているものの、固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で行われている

ことを示している。 

  固定比率は６１７．４％で、自己資本金が増加したため前年度より７４．４ポイント減少した。

これは、自己資本で固定資産をどの程度まかなっているかをみるもので、比率は１００％以下が

望ましいとされている。なお、全国平均の２２８．１％を上回っている。 

また、短期債務に対する支払能力を示す流動比率は１２３．９％で、前年度より１４．２ポイ

ント増加した。これは全国平均の２５３．０％を下回っている。なお、この比率は一般に２００％

以上が望ましいとされている。 

  当座比率については１２０．７％で、前年度に比較し１２．９ポイント増加した。なお、全国

平均は２４３．０％で、これは支払能力をみるもので、一般に１００％以上が望ましいとされて

いる。 

  現金比率は即時支払能力を示すもので、４．９％となっており、前年度に比較して３．５ポイ

ント増加した。これは一般に２０％以上が望ましいとされているが、全国平均１１９．６％を大

きく下回っている。 

 

(３)回転率について 

  固定資産の利用度をみる固定資産回転率は１．４３回で、前年度を０．１０回上回った。全国

平均０．７４回を上回っており、これは、数値の大きいほど良好であるとされている。 

  流動資産の利用度をみる流動資産回転率は５．６２回で、前年度を０．１６回上回った。全国

平均２．７８回を上回っており、これは、数値の大きいほど良好であるとされている。 

  営業未収金の回転速度をみる未収金回転率は５．９０回で、前年度を０．１７回上回った。全

国平均５．７７回を上回っており、これは数値の大きいほど良いとされている。 
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 (４)損益勘定保留資金及び補てん財源について 

減価償却費、固定資産除去費及び繰延勘定償却は、それらの資産から稼得される収益と期間的

に対応させて、期間利益を適正に算定することを目的としているものである。また、これらの費

用は現金支出を伴わないものであるために、その償却費の計上分だけ償却資産に投下された貨幣

資本が企業内に留保され、その結果、投下貨幣資本が回収される効果をもっている。すなわち、

この内部留保資金をもって新たな資産を購入するといった自己金融の役割を担っている。 

  しかしながら、減価償却費、固定資産除去費及び繰延勘定償却からなる損益勘定留保資金は、

欠損金及び資本的収支不足額の補てん財源として使用され、平成２２年度末の残高は１億４，４

５６万１千円である。今後の固定資産の更新・修繕時には、内部留保資金である損益勘定留保資

金が残されていないことから、そのほとんどを地方債（起債）や一般会計補助金等から支出しな

ければならないことを認識しておく必要がある。 

減価償却費
固定資産除

去費
繰延勘定償

却
当年度欠損金 計

消費税資本
的収支調整

額

過年度損益
勘定留保資

金

当年度勘定
留保資金

翌年度繰越
補てん資金

18 343,624,929 4,602,750 36,088,356 227,784,536 156,531,499 117,138,156 112,723 117,025,433 0 173,715,109

19 321,209,179 5,806,464 33,403,031 375,636,358 0 116,104,311 305,757 115,798,554 0 57,916,555

20 305,073,702 30,670,096 35,904,166 301,233,464 70,414,500 106,075,510 434,429 57,916,555 47,724,526 22,689,974

21 292,859,939 790,277 10,997,921 206,671,644 97,976,493 96,094,865 457,025 22,689,974 72,947,866 25,028,627

22 287,551,508 11,342,855 10,968,583 74,720,043 235,142,903 116,556,555 946,330 25,028,627 90,581,598 144,561,305

年
度

損　益　勘　定　留　保　資　金

資本的収支
不足額

補　て　ん　財　源

 

 

７ まとめ 

（１）病院事業の概要 

市立加西病院は、市唯一の急性期病院・総合機能病院として市民にとって必要な医療と保険機

能を提供してきている。特に安全に直結する救急医療と入院医療は、市民の期待と要望も大きく、

自治体病院最大の役割でもあるが、近年、患者の高齢化に伴う認知症の増加や退院後の家族の在

宅支援能力の低下など、医療環境が悪化している状況にある。 

また、高度な専門医療についても、市内で発生する専門性の高い疾患を診療できる体制を維持

することが必要であり、本年度、高度医療の充実と医療の向上を図るため、ＣＴ６４系列、血管

造影撮影装置（アンギオ）、核医学診断装置（ＲＩ）等の高度医療機器の充実を図ったところであ

る。今後も、医療サービスの充実のため、改革プランに従い経営改革を進め、更なる医療機器、

医療職員等の充実を望むところであり、地域に親しまれる病院の実現に向け、地域の医療機関等

との連携強化、経営健全化とサービス向上にも努め、病院の維持・発展のため関係者の尚一層の

努力を期待する。 
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(２) 一般会計負担金等について 

 現在、一般会計繰入金、一般会計出資金等として一般会計から６億９１６万３千円の負担を受

けている。しかし、単位病床数あたり負担金額は近隣の市立病院と比較し最も小さい。負担元の

市一般会計の運営が非常に厳しいところであるが、病院事業の向上と医療者のモチベーション維

持を図るため、繰出基準に応じた市一般会計の負担を検討されたい。 

 

              一般会計負担金等一般会計負担金等一般会計負担金等一般会計負担金等のののの推移推移推移推移        （単位：円） 

資本的収支

一般会計負担金 負担金交付金 一般会計出資金

18 140,213,000 264,568,000 145,219,000 550,000,000

19 160,838,000 301,817,000 137,345,000 600,000,000

20 189,330,000 263,255,000 147,415,000 600,000,000

21 115,467,000 332,578,000 151,955,000 600,000,000

22 112,530,000 322,929,000 173,704,000 609,163,000

年度

収益的収支

合計

 

 

(３) 診療収入の窓口未収金（患者の自己負担分）について 

  各年度会計決算の不納欠損処分後の診療収入の過年度窓口未収金は、次のとおり推移している。 

          平成１８年度  ３９，９０６，５３３円 

          平成１９年度  ４０，１６９，４８１円 

          平成２０年度  ３９，８６９，９６５円 

          平成２１年度  ３７，１１８，５２１円 

平成２２年度  ３５，７１２，６５９円 

 

  平成２２年度の過年度窓口未収金は前年度に比べ１４０万６千円の減少であった。今後も、債

務者に対する請求行為を遅滞なく行うとともに、消滅時効の近づいているものについては、時効

中断措置等により債権の確保を行い、未収金の回収に努められたい。 

 


